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１ はじめに
本論においては、2016年度より和歌山大学が組織的
に加盟する、産学協働人材育成プラットフォームであ
る「産学協働人材育成機構(AICE)」が大阪府消費生活
センターより受託している『大学生期における消費者
教育推進事業』に関し、その全体像と経過についてリ
ポートするとともに、理論的・研究的視点から分析・
考察を行うことを主たる目的とする。次代の担い手と
しての人材育成をその使命として併せ持つ大学におけ
る私たちの消費者教育の試みは、筆者を含む複数の大
学教員と関係機関によってすすめてきたところである
が、事業予算の位置付けを含む複数の要因により、取
り組み毎にそれぞれの制約が存在し、誰もが学習の対
象となる、いわゆる「一般的」な試みには未だなり得
ていない。今回の「『産学協働人材育成機構(AICE)』
による消費者市民教育推進プロジェクト」では、そう
した限界性を認識しつつ、大阪府の事業に沿う形で、
これまでの私たちの取り組みを拡張するものとして位
置づける?。こうした一連の取り組みは、ひとえに平成
24年の消費者教育推進法における中心課題である「消
費者市民社会」の実現、あるいは「消費者市民」の育
成促進に向けた試みであることは言うまでもない。法
に示された、より大きな目標を睨みつつ、今回の事業
について考察してみたい。
２ 大阪府『大学生期における消費者教育推進事業』
について
⑴目的と趣旨
事業名「大学生期における消費者教育推進事業」に
関し、その政策的目的について大阪府として次のよう
な目標を掲げる?。
…消費者として自立した判断能力を備え、社会に
出た時には消費者市民社会の実現に向け積極的
に活動を行うことができる力を持つ大学生を育
成し、主体的な活動を促進することにより、府
内における消費者教育を推進する…。
ここに言う「消費者市民社会の実現」、並びに「積極
的に」「主体的な」活動を行う消費者市民の育成が、消
費者教育推進法の目的に沿って位置付けられているこ
とは言うまでもない。そして、本事業において最も特
徴的な「大学生」期と言う設定は、この趣旨説明から
読み解けば、この世代が社会人と学生層の中間に位置
するものであり、そこにある「学ぶ」主体としての側
面と、加えて近い将来に「伝える」あるいは「担う」
主体となることを期待した、言わば「循環型消費者教
育」の象徴たる存在として想定されていることが見て
取れる。
その事業概要として以下の３要件を示す。
⑴消費者教育・啓発に関する大学生のボランティ
ア活動のリーダー(消費者教育学生リーダー)養
成講座の実施
⑵大学生による消費者教育・啓発に関するボラン
ティア活動の実施
⑶「大阪府消費者教育学生リーダー会」による大
学生間ネットワーク形成促進のための交流会等
の実施
学生による消費者教育リーダーの「養成講座」、「ボ
ランティア活動(のコーディネイト)」、「ネットワーク
化」を必須要件として提起されたこの事業について、
民間事業者の経験と実務能力を活用することを前提に
広く事業者の公募が行われ、結果として事業の事務的
管理業務を担当する「有限会社ダブル・ワークス」と、
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事業の企画運営を担う「産学協働人材育成機構AICE」
が大学生期における消費者教育推進事業共同企業体と
して受託することとなった?。
⑵プログラムの構造
筆者の所属する和歌山大学は、受託主体である
AICEの加盟大学の一つであり、筆者自身が平成24年
の新法以降、一連の消費者市民教育プログラムを継続
的に進めてきたことから、今回のプログラムについて
は「消費者教育監修・講座担当・学生リーダー会支援
担当」として関わることとなり、併せて全体プログラ
ムの設計を担うこととなった。その構造については、
前記したように「循環型」であることを意図し、行政
による事業の宿命たる「単年度」主義から、時間の流
れの中でより継続的に成長する「持続的発展」型を目
指すものとした。以下、その教育課程としての展開を
示す。
⑴消費者教育に関する「学習」?input>の過程
⑵消費者教育の実務に関わる「発信」活動?output>
の過程
⑶養成された消費者市民としての組織化?network>
の過程
その基本構造について、最も単純に理解すれば以下
(図１)のような図式となる。
求められた「仕様」は上記のようなものであるが、
こうした、言わば「単線型」の教育課程は、先に述べ
た行政施策としての「単年度」事業の持つ限界性とも
重なるものであり、事業の前提となる平成24年の「消
費者教育推進法」における基本理念たる「消費者市民
社会」の構築に向けた長期的な戦略を立てるにあたっ
ては、さらに工夫が必要となる。
そこで私たちは、より発展的な持続可能性を求めて、
(図２)のようなモデル構造を想定した。
ここに言う?input>とは、消費者教育における基本
的な知識と消費者市民社会を目指す理論を学ぶことで
あり、合わせて、これを主体的に担う消費者市民とし
ての具体的な活動の仕方を学ぶことである。?output>
とは、学び取った知識と技能を活用しつつ、積極的市
民として自発的に消費者市民社会の構築に向けて活動
することである。したがってその活動は自ずとボラン
タリー(自発的・社会的)なものとなり、必然的に当初
の要件である「ボランティア活動」が有効な意味を持
つものとなる。
以上のような認識のもとにプログラムを設計し、「大
学生期」とされる青年層を対象とした循環型消費者教
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育の実践を進めることとした。
３ 実施の経過
⑴事業実施の概要
本事業は本質的に大阪府の事業である。これについ
て大阪府は最大限の効果を期するため、当該事業の遂
行について、広く外部団体の知見と経験に基づいた提
案を求め、競争的審査に基づいて、結果的に「産学協
働人材育成機構AICE」と「有限会社ダブル･ワークス」
による「大学生期における消費者教育推進事業共同企
業体」に託すこととなった。
本事業の実施にあたって以下のような取り組みを行
っている。
①大学生を対象とした消費者教育の担い手養成講
座を実施し、大学生間での消費者教育・啓発を
行うとともに、地域における消費者教育・啓発
活動を行う大阪の消費者教育の新たな担い手リ
ーダーとして養成
②府内大学の学生及び府内在住の大学生で構成す
るネットワークを構築
③学生リーダー認定要件及び認定のしくみづくり
④大学生による消費者啓発・ボランティア活動の
実施
⑤大学生間ネットワーク形成促進及び消費者への
配慮に力を入れている企業との交流を図るため
の交流会の実施
⑥上記の評価、検証
このうち要件⑴の「消費者教育の担い手養成
?input>」については、概ね①及び③、要件⑵「ボラン
ティア活動を含む消費者教育実務(発信)?output>」に
ついては④、「消費者市民教育の担い手としての組織化
?network>」については②と⑤が、それぞれカバーす
ることになる。?
こうした一連の事業全体を構造化したものが(図３)
である。
事業の骨子は、事業主体である産学協働人材育成機
構(AICE)の強みを生かしたかたちで、結果的に「産・
官・学」の連携組織構造を基礎として、当初の仕様に
沿った?input> ＝「消費者教育リーダー養成講座?学
び>」、?output>＝「消 費 者 教 育 実 践?成 果>」、
?network>＝「消費者教育リーダー会?活動>」の三部
構成を基軸とする。ここに履修講座ごとのポイント制
やリーダーとして登録制度など、受講者のモティベイ
ションを導くような仕掛けを施しつつ、事業の前提と
なる法的枠組み(消費者教育推進法の理念)としての
「消費者市民社会の実現」を最終目標として位置付け
ている。そして、ここにおける一連の教育・学習課程
は、学習者の「主体的」指向性と、主要アクターによ
る「対話」に基づいた実務的・実践的学習スタイル、
さらに、その成果が最終的に自身の生き方の糧となる
ような「深い学び」につながる「循環型アクティブ・
ラーニング」モデルを目指している。
プログラムの全体像については、次頁以下に示すシ
ラバスに沿って実施した。
産・官・学・地域の協働によるシティズンシップ育成の試みⅠ
(図３)
― 199―
和歌山大学教育学部紀要 第68集 第２巻 教育科学 (2018)
― 200―
産・官・学・地域の協働によるシティズンシップ育成の試みⅠ
― 201―
⑵消費者教育リーダー養成講座「学び」?input>
「学び」＜input＞の部分を担う消費者教育リーダー
養成講座は、以下の３つのパートで構成されている。?
①基礎講座：消費者教育・消費者市民社会の基本
理念を講義で学ぶ
②応用講座：消費者教育の手法について演習を通
して学ぶ
③実践講座：消費者教育の担い手として実践すべ
きことを学ぶ
「消費者教育」を学ぶにあたり、その基礎として学
生はそこにある本質的な理念を学ぶことから始める。
その理念について、ここでは消費者教育における三つ
の側面から説き起こす。一つ目は、貨幣の持つ意義と
自身の暮らしを客観的に理解する「基礎的経済教育(金
銭教育)」、二つ目は、現実の問題として自分たち自身
が「悪徳商法」をはじめとした経済的不法行為に直面
している現実を知り、それらからの防御と回復の仕方
を学ぶ、いわば「暮らしと経済の安全教育」である。
そして三つ目は、平成24年の消費者教育推進法によっ
てその中心的目標理念として掲げられた「消費者市民
教育」の推進である。消費者をめぐる問題を、「わたし」
にとっての被害防止にのみ限定するのではなく、社会
全体の利益に繫げつつ自身の消費活動における行動原
理として昇華させる。言い換えれば、「消費」をめぐる
様々な事象に対し、「わたし」から「わたしたち」へと
視野を拡大するということである。?
前述のような学びを経て、次に「応用」講座として
学生は、体験的手法に基づいた演習を通じて消費者教
育に関する「教材」づくりに取り組む。この段階では、
企業の消費者問題担当者や地域における市民活動の担
い手などからの話を聞き、当事者の生の声を通して、
社会の現場における教育的ニーズを学ぶ。こうした、
「体験的学び」の手法は、いわゆるアクティブ・ラー
ニングにおけるバリエーションのひとつである。近年
における「アクティブ・ラーニング」論議の発端が、
大学における授業の改革であったことからもわかるよ
うに、「大学」という時期における教育の状況は、多く
の場合学び手にとって「アクティブ」とは言いがたく、
ここにおいて積極的市民(Active Citizen)としての主
体的、自発的な活動を導く仕掛けとして、既習の理論
(理念)に基づいた教材づくりを学生自身が行うのであ
る。そのため、ここで想定される教材は、テキストブ
ックのような固定したイメージではなく、そうした教
科書的な啓発媒体も含め、歌や踊りなどのパフォーマ
ンス、絵や写真、造形物、標語や詩など、あらゆる表
現手法が想定される。?
そして、座学の締めくくりとして、知識やイメージ
に基づいた抽象的消費者教育の課題から、具体的な消
費者教育活動に向けた「実践」的学びへと進む。ここ
では、もはや自身が単なる消費者教育における「学習
者」ではなく、次なる世代に向けた発信者(教育者)と
しての立場をも併せ持つことを自覚し、自発的・積極
的(ボランタリー)な活動に関わってゆくための道筋を
知ることになる。とはいえ、ボランティア活動に関す
る一定の情報と枠組みの提供は必要となるが、ここで
も概ね、学習者による自発性・主体性は尊重される。
具体的な活動に関する情報の提供を受けた学生は、そ
れぞれのボランティア活動について、企画、計画、準
備を逐次進めてゆくのである。?
⑶消費者教育の実践「発信」?output>
?output>としての消費者教育の実践(発信)にあた
り、今回のプログラムにおいて用意したボランティア
活動の枠組みは、以下のようなものであった。
①大東市KIDSマーケット事前学習内での消費者
教育
②大学生向け消費者教育パンフレット作成
③追手門学院大学での消費者教育劇「AICE×
STEP「谷繁」」の公演
④大阪府消費者フェアで消費者教育劇の実施
⑤和歌山大学単位互換提供科目「消費生活論」で
TAとして授業支援
それぞれの詳細についてはここでは割愛するが、プ
ログラム前段の「多様な」outputの演習が生かされる
よう、ボランティア活動においても、講座の補助や演
劇、資料作成など、出来るだけ多様性が確保されるよ
う配慮している。
ここで、本稿の前半において述べた消費者教育に関
するネットワークモデル(図２)を参照する。この学習
モデルにおいては、本プログラムにおける「学習」プ
ロセス?input>と、学んだ事柄をプログラム上の次の
世代の「教育」育成プロセスとして発信する?output>
が一体的に展開する構造となっている。「大学生期」と
いうような、比較的近い将来社会人として啓発(教育)
する側を担うような世代を対象とする場合、そこにお
ける知識や技能は当然ながら「即戦力」と言うような、
極めて実践的な内容に限りなく近づくべきものである。
加えて、ここにおいて行われる演習は、それ自体が既
に次の世代を生み出すための「実務」として位置付け
られるのである。言い換えれば、インプットとアウト
プットが、“学習＝教育”として、一個の事業の両面と
して位置付けられ、まさにそれこそが「循環型」教育
課程の本質であり、「生産➡(販売or流通)➡消費」の社
会過程を通じた市民教育を目指す「次世代型消費者教
育」にとって最も重要な要素である。
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⑷消費者教育学生リーダー会?活動>(network)
また、こうした循環型の教育モデルは、時間の流れ
(次世代の連続的生成)に伴い、結果として構造的なネ
ットワークを形成する。?今回のプロジェクトについ
ては、大阪府の事業として位置付けられていることか
ら、大阪府消費生活センターによる資格「大阪府消費
者教育学生リーダー」の認定とともに、同「リーダー
会」への加盟が期待されている。ただ、その展開につ
いて、地域的な、あるいは資格的な制約を設けること
は、社会的「循環型」プログラムの本質と基本的に矛
盾するところであり、この点については、事業主体で
ある大阪府でも、将来的な組織(消費者教育学生リーダ
ー会)の自立について、そのロードマップに位置付けて
いる。その意味で当該ネットワークは、今後既存の枠
を越えさらなる拡大が期待されるものである。
４ 考察
今回の事業全体を内側から見直してみると、そこに
はいくつかの特徴を見て取る事ができる。それらの特
徴について、ここでは特に三つの点について考察して
みたい。
⑴「大学生期」ということ
今回の事業では「大学生期」という言葉が、その表
題を始め多く登場する。これは消費者市民の育成とい
う事業の趣旨に対し、その対象について大学生ではな
く、敢えて「大学生期」と表したところに意味がある
と考える。これまでの(あるいは現在でも)、特に行政
の進める「消費者教育」と呼ばれる事業の多くが、い
わゆる「悪徳商法」による被害の防止、あるいはそこ
からの回復の手立てに関する情報提供が中心であった
ように思われる。社会の若年層に対する啓発事業も行
われてはいるものの、例えば学校教育のような既存の
社会制度に介入するには、やはり一定の壁が存在する。
結果として、「悪徳商法」の被害に陥りやすい高齢者が
その主たる対象となり、「消費者教育」＝「オレオレ詐
欺(振り込め詐欺?)被害防止講座」のような形になっ
てしまうことが多い。
今回のプログラムにおいては「大学生期」という具
体的年齢層を示したことによって、その方向性を明確
にし、消費者教育のあり方をより広い年齢層に拡大す
るような新しい流れを持ち込んだものと言える。
⑵循環構造(Circular Structure)
先にも示したように、本プログラムは「循環型」の
構造を持つ。基本的に行政による事業は、単年度(会計
年度)での完結が原則であり、それが発展的指向性を持
つ事業であっても、単年度における具体的成果が求め
られる。今回の事業において、その基本構造に「循環
型」構造を位置付けたことで、これが仮に単年度のも
のであっても、その運用によって自動的に次のフェイ
ズへとつながるような構造を意図した。平成24年の消
費者教育推進法にも影響を与えた、教育における国際
的な潮流である“ESD(＝Education for Sustainable
 
D e v e l o p m e n t)”や“S D G s(＝S u s t a i n a b l e
 
Development Goals)”にある「持続可能性＝Sus-
tainability」という理念は、まさにこうした社会的「循
環」にこそ実現のヒントがあると考えるものである。
⑶拡張指向(Expandability)
前記二つの特徴にも言えることであるが、今回のプ
ログラムは時間の流れに沿って持続、拡大する性質を
持つ。学びの対象における年齢層的拡張や、学習構造
における世代的拡張がこれに当たる。これらに加えて、
今回「消費」という社会的行為(事象)を扱うにあたっ
て、そこに登場するアクターとしての「消費者」に加
え、生産・流通を担う「企業」もプログラムの過程に
加わってもらった。「消費者保護」の観点に拘るなら
ば、ともすれば企業は消費行動におけるカウンターパ
ート、悪く言えば消費者の「敵」とさえ見なされるこ
とがある。ここに消費者教育推進法の基本理念たる「消
費者市民社会の構築」を考えた時、消費者と企業は、
共により望ましい消費者市民社会を作り上げるパート
ナーとして協働する関係になる必要がある。ここに、
より適切な消費者教育によって、ともに利益を共有す
るステークホルダーとして、これを担うアクター(登場
人物)の多層化を、プログラムの特徴として位置付けて
おきたい。
５ 終わりに～今後の課題と可能性について
今回の取り組みは、基本的に大阪府による消費者教
育事業、特に大学生期という比較的若い年齢層をター
ゲットとした啓発・教育計画の推進である。ただこの
枠組みについては、前記したように大阪府のみにとど
まるものではなく、今後他地域、より広い年齢層、そ
して、行政や企業のより多くの層を巻き込んだ、より
大きな枠組みへと広がることを目指している。冒頭述
べたように、今回の取り組みにおいては大学生が対象
であるものの、残念ながら教育組織としての大学の特
性は必ずしも十分生かされてはいない。また、企業の
側の関わりについても、「交流会」という形で多くの参
加を得られたものの、双方にとっての具体的メリット
を明確に打ち出すところにまでは至らなかった。その
ほか、参加人数や広報の仕方、予算の問題、行政域を
超えた拡大の方向性など、継続的な実施に向けて、ま
だまだ多くの課題が残っている。ただ、今回の取り組
みにおいては、次代を担う消費者市民たる「学生」、地
域社会における基幹教育組織としての「大学」、消費に
おける一方の端を担う「企業」、そしてこれらを繫ぐ紐
帯となり得る「地方公共団体」の四者が「消費者市民
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社会の生成」という共通の課題意識のもと(おそらく初
めて)出会ったものであり、今回の取り組みを端緒とし
て、今後さらなる組織的連携と、消費者市民の再生産
に向けて、次年度以降に向けたきっかけと位置付けた
い。??
注
１ 和歌山大学教育学部提供、南大阪地域大学コンソーシアム
単位互換課目「消費生活論」、平成26年度、27年度、29年度
文部科学省「『連携・協働による消費者教育推進事業』にお
ける消費者教育推進のための実証的共同研究」など
２ 平成28年度大阪府消費生活センター『大学生期における消
費者教育推進事業』「産学協働人材育成機構AICEを活用し
た大学生による消費者教育推進の取組～継続性のある仕組
みづくりを目指して～」より
３ 産学協働人材育成機構AICEは、平成24年度文部科学省「産
業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」に
関わった大学・企業をはじめとする諸団体による組織であ
り、大学と産業界等とが協力しあって、産官学地域協働に
よる実践的な人材育成を行う産学協働による人材育成のた
めのプラットフォームである。
４ 企業との交流に関しては当初の委託項目には存在しないも
のの、社会における消費者教育活動を担う重要な一角とし
て、我々が独自に提案したものである。これこそが、「産学
協働」の人材育成を担う組織としての強みであり、我々自
身が「消費者市民」として積極的に社会に働きかけている
証左である。
５ この講座は、将来的には大学における単位認定を想定して
おり、今後、特に「産学協働人材育成機構(AICE)」に加盟
する大学の参画状況に応じて、そのまま単位認定に繫げら
れるカリキュラムマネジメントを行なっている。
６ 『平成28年度文部科学省「連携・協働による消費者教育推進
事業」における消費者教育推進のための実証的共同研究
報告書』、岡崎裕「あなたの選択が地球の未来をつくる」よ
り
７ 筆者によるこれまでの実践では、模造紙等を使ったプレゼ
ンテーション資料のほか、すごろく、かるた、紙芝居、演
劇パフォーマンス、イラストを使ったパンフレットなど多
様な成果が示されている。
８ こうした消費社会に対する市民としての積極的関わりは、
消費者教育推進法が意図する「消費者市民社会」の構築に
あたって、ある意味で必須のことであるがゆえに、こうし
たボランティア活動への積極的関わりと貢献を持って、今
回の「消費者教育学生リーダー」として認定を行うことと
した。
９ 1980年代、フランスの哲学者ジル・ドゥルーズとフェリッ
クス・ガダリは、こうした、特定の非権力的で中心を持た
ないネットワークの構造を持って「リゾーム」と呼び、そ
れは現代においては、「インターネット」やそれに基づく
「SNS」という形で体現されている。あえて和歌山的に言
えば、巨人：南方熊楠の愛した「粘菌」の生育構造と比類
されるものである。
10 平成28年度の事業実績に基づき、翌平成29年度も産学協働
人材育成機構AICEと有限会社ダブル･ワークスから成る
合同企業体が、今回に続く事業を担うこととなり、現在プ
ログラムを継続中である。
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